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第１ 監査の概要 

 

１ 監査の種類  公の施設の指定管理者監査 

２ 監査対象   トーエネックグループ 

         教育委員会スポーツ課（指定管理に関する事務の所管課） 

３ 事前調査日  平成２１年１月８日 

４ 監査日    平成２１年２月３日 

５ 監査対象年度 平成１９年度 

６ 監査対象事項 出納その他の事務 

７ 監査方法   四日市ドームの指定管理者であるトーエネックグループに対して、公の施設の管理

に係る平成１９年度における事務の執行状況について、関係資料の提出を求め、担当

者から説明を聴取し、諸帳簿等について調査・確認するとともに、条例及び協定書等

に沿って適正な管理が行われているかどうかに主眼をおいて監査を実施した。 

         また、所管課に対しては、指定管理者への指導監督は適切に行われているかどうか

に主眼をおいて監査を実施した。 

 

第２ 監査対象の概要 

 

１ 指定管理者の概要 

  名 称  トーエネックグループ 

  代表者  株式会社トーエネック  

  住 所  名古屋市中区栄一丁目 20 番 31 号 

 

２ 指定管理の内容 

 施 設 名  四日市ドーム 

 所 在 地  四日市市大字羽津甲 5169 番地 

 設置年月日  平成９年８月 1 日 

 指定管理期間  平成１９年４月１日～平成２１年３月３１日 

 指定管理料  ６２，４０１，０００円（平成１９年度） 

 指定管理に係る 

 収支状況 

 収入 １００，８３３，５９０円 

 支出  ９６，８６４，２５２円 

 収支   ３，９６９，３３８円 

 利用実績  年間利用率（日単位） 

 アリーナ     ９９．７％（延べ利用者数 162,100 人） 

 その他諸室    ３５．８％（延べ利用者数  14,989 人） 

 

３ 指定管理の業務範囲 

ア 四日市ドーム条例第５条、第１０条、第１１条、第１２条に規定する施設の使用の許可等に関

する業務 

イ 四日市ドーム条例第６条、第７条、第８条に規定する施設の利用料金の徴収等に関する業務 

ウ 施設、設備器具、及び備付物品の維持管理に関する業務 
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エ 前各号に掲げるもののほか、四日市ドームの運営に関して必要と認める業務 

 

４ 収支状況                               （単位 ： 円） 

項   目 実 施 計 画 実 績 額 

利用料金収入 ３７，２６２，０００ ３８，０４９，５９０ 

事業収入 ９００，０００ ３８３，０００ 

指定管理料 ６２，４０１，０００ ６２，４０１，０００ 

   収入 計     ① １００，５６３，０００ １００，８３３，５９０ 

人件費   

  管理責任者等 ７，５００，０００ ７，５００，０００ 

  受付員 ６，０００，０００ ６，０００，０００ 

  施設管理員 ６，５００，０００ ７，７００，０００ 

消耗品費 ５，６６２，０００ １，６９６，７５２ 

燃料費   

  ガソリン １１７，０００ ５１，１１０ 

  プロパン ３６８，０００ ３１２，９７４ 

印刷製本費 ２７６，０００ ０ 

光熱水費   

  電気料 １８，３８６，０００ １９，３５０，６０３ 

  上下水道料 ９４７，０００ １，６４３，７３３ 

修繕料   

  施設修繕 ２，７４３，０００ ２，０８０，３４４ 

  車両修繕 ２５３，０００ １２１，９０５ 

  器具修繕 ２２３，０００ ６１，９５０ 

通信交通費   

  郵便料 １２８，０００ ３６，２６０ 

  電信電話料 ４２１，０００ １５６，６０３ 

広告料 ２７５，０００ １５０，０００ 

手数料 １１１，０００ ５５，４５９ 

委託料   

  施設総合管理 ２０，３０６，０００ ２０，３０６，０００ 

  清掃 １０，４２８，０００ １０，４２８，０００ 

  警備 ６３０，０００ ６３０，０００ 

  保守点検 １２，７０３，０００ １２，７０３，０００ 

  その他 ３，６４９，０００ ３，６４９，０００ 

使用料及び賃借料 ５３７，０００ ２，５８３，９９９ 

自主事業費 ９００，０００ ３８３，０００ 

備品等購入費 １，５００，０００ ４１２，３３３ 

保険料 ０ ７８４，８４０ 

租税公課 ０ １００，０００ 
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支出 計     ② １００，５６３，０００ ９６，８６４，２５２ 

収  支（①－②） ０ ３，９６９，３３８ 

 

第３ 監査結果 

 

   四日市ドームの指定管理者であるトーエネックグループ及び所管課に対し、指定管理者選定に関

する事務、協定書の締結に関する事務並びに公の施設の管理運営、会計経理等に関する事務及び関

連する事務事業の執行について監査を行った結果、次の指摘事項及び所見のとおり、改善、検討を

要するところが認められた。 

また、スポーツ課が行う履行確認及び指定管理者に対する指導監督について、次のとおり、改善、

検討を要するところが認められた。今後の事務執行にあたっては、これらに十分留意するとともに、

改善等を要するものについては、その措置を講じるよう要望する。 

   なお、改善の措置を講じられたときは、遅滞なく通知されたい。 

 

１ 指摘事項 

 

【トーエネックグループ】 

（１）指定管理者の経理事務について 

指定管理料の経理事務は共同企業体の代表企業が行うこととなっているが、指定管理料・利

用料金等は独立会計とせず、代表企業の会計で一括経理され、別会計として区分されていなか

った。加えて、出納関連証拠書類が一部提出されず、経理内容を確認できない状況にあった。

指定管理者の形態が共同企業体であるので、共同企業体としての会計・経理を行い、出納関連

証拠書類についても四日市ドームで保管し、必要時に確認できるようにすること。    

【是正改善事項】 

（２）自主事業に係る収支報告について 

自主事業に係る収支報告書の管理諸経費の内容が不明確であるので、証拠書類を備えた明確なも

のとすること。 

また、参加料を得て行う自主事業に係る施設利用料が免除されているが、四日市ドーム管理規則

第 10 条第 3 項の手続きがとられていない。自主事業を実施する場合の施設利用料については、免

除の是非を含め協定書により明確にするか、その都度教育委員会へ協議するよう改めること。 

【是正改善事項】 

 

【スポーツ課】 

（１）修繕費等の経費の負担区分について 

修繕費等の経費の負担区分については、指定管理者選定の募集要項で定められており、基本協定

書においても「募集要項による」と記載されている。負担区分をより明確にするため基本協定書の

中で明記するよう改めること。                       【是正改善事項】 
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２ 所 見 

 

【トーエネックグループ】 

（１）事業計画について 

ア 毎年度提出が義務づけられている事業計画書は、指定管理者を選定する際のプレゼンテー

ションに使用されたものがそのまま提出されている。運営管理は協定書に基づき実行されて

いるが、限られた受託期間の中で選定時の提案内容に沿い、一歩進んだ施設の運営・管理を

実行するため、年度毎の事業計画の作成を行うこと。         【努力要望事項】 

イ 指定管理業務の運営方針の１つに「市民の健康増進に寄与」とあるが、実施事業の中には

それに該当する事業はなされていない。市保健所が行う健康増進事業とタイアップした事業

を展開するなど、今後の事業の中で検討するよう要望する。      【努力要望事項】 

 

【スポーツ課】 

（１）指定管理料の算定等について 

ア 平成１９年度決算状況をみると、予算と実績が大きく乖離しているものが見受けられ、当

初の積算が妥当であったかどうかと思われる点がある。より確実性のある予算を算定するよ

う指導するとともに、実績に対して的確な評価をして、今後の指定管理者選定に生かすよう

努力すること。                           【努力要望事項】 

イ 直営から指定管理者制度に移行することにより、業務の効率化などによるコスト削減が期

待されているが、指定管理者そのものを管理するコストの発生や技術・技能の流出、コント

ロール力の弱体化など課題が多く、それらに留意して取組まれたい。また、人件費や事業費

の削減の取組みや労働条件の改善、サービス向上への取組みについてサポートされたい。さ

らにサービスの維持・向上に必要となる職員の専門性や技術力が蓄積、確保できるよう適正

な指定管理期間や指定管理料の算定等にも努力すること。        【努力要望事項】 

（２）施設の管理、運営について 

   指定管理者が施設の管理運営を行うことで、担当課の職員は施設の実情を十分に把握できず、ま

た、職員の異動等により施設の課題、問題点及び市民ニーズの把握が困難となり、事業報告書など

による書類上の確認にとどまってしまうことが懸念される。履行確認マニュアルを作成するととも

に、施設と担当課、担当課内及び関係部局間のコミュニケーションを図り、事故防止や施設利用効

率を上げ、サービスの充実に努めること。                【努力要望事項】 

（３）指定管理者に対する指導監督について 

   毎月１～２回、月次の事業報告や指導、監督のため調整会議を開催しているが、業務が多岐にわ

たっているので、市が要求したサービスの水準が保たれているか、安全性は確保されているか、日

常の施設管理、物品管理、金銭管理など、管理単位ごとに担当者のチェック項目を設定し、上司が

必ず定期的に検査、牽制するシステムをつくり、より強固で効果的な指導監督に努めること。 

【努力要望事項】 


